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株　主　各　位

第124期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

第124期（2017年４月１日から2018年３月31日まで）

　■事業報告
　　３．会社の新株予約権等に関する事項
　　５．会計監査人に関する事項
　　６．業務の適正を確保するための体制
　　　　（内部統制に関する基本方針）
　　７．剰余金の配当等の決定に関する方針
　■連結計算書類
　　連結株主資本等変動計算書
　　連結注記表
　■計算書類
　　株主資本等変動計算書
　　個別注記表

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、
以下のインターネット上の当社ウェブサイトに掲載することにより、
株主の皆様に提供しております。
http://www.sharp.co.jp/corporate/ir/event/shareholder_meeting/

シャープ株式会社

表紙
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事 業 報 告
⒊　会社の新株予約権等に関する事項

⑴　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

第1回新株予約権 第2回新株予約権

発行決議日 2017年４月19日 2017年９月26日

新株予約権の数 811 個 453 個

新株予約権の目的となる
株式の種類と数

普通株式 81,100株
（新株予約権1個につき100株）

普通株式 45,300株
（新株予約権1個につき100株）

新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに
払い込みは要しない

新株予約権と引換えに
払い込みは要しない

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権1個当たり 412,000円
（1株当たり 4,120円）

新株予約権1個当たり 340,000円
（1株当たり 3,400円）

権利行使期間 2019年４月21日から
2024年４月21日まで

2019年９月28日から
2024年９月28日まで

行使の条件 （注1） （注1）

役員の
保有状況

取締役

( 監査等委員 )を除く

新株予約権の数 160個 新株予約権の数 140個

目的となる株式数 16,000株 目的となる株式数 14,000株

保有者数 2名 保有者数 4名

取締役

（監査等委員）

新株予約権の数 ― 個 新株予約権の数 70個

目的となる株式数 ― 株 目的となる株式数 7,000株

保有者数 ― 名 保有者数 3名

（注）１．主な行使条件として、新株予約権者は、新株予約権の行使時においても、当社、当社子会社
又は当社関連会社の取締役、執行役員、監査役又は従業員の地位にあることを要します。

２．2017年10月１日を効力発生日とした、10株につき１株の割合で実施した株式併合により、
「新株予約権の目的となる株式の数」及び「新株予約権の行使に際して出資される財産の
価額」は調整されております。

－ 1 －
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⑵　当事業年度中に職務執行の対価として従業員等に対し交付した新株予約権の状況

第1回新株予約権 第2回新株予約権

発行決議日 2017年４月19日 2017年９月26日

新株予約権の数 811 個 453 個

新株予約権の目的となる
株式の種類と数

普通株式 81,100株
（新株予約権1個につき100株）

普通株式 45,300株
（新株予約権1個につき100株）

新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに
払い込みは要しない

新株予約権と引換えに
払い込みは要しない

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権1個当たり 412,000円
（1株当たり 4,120円）

新株予約権1個当たり 340,000円
（1株当たり 3,400円）

権利行使期間 2019年４月21日から
2024年４月21日まで

2019年９月28日から
2024年９月28日まで

行使の条件 （注1） （注1）

当社従業員への交付状況

新株予約権の数 651個 新株予約権の数 243個

目的となる株式数 65,100株 目的となる株式数 24,300株

交付者数 46名 交付者数 22名

（注）１．主な行使条件として、新株予約権者は、新株予約権の行使時においても、当社、当社子会社
又は当社関連会社の取締役、執行役員、監査役又は従業員の地位にあることを要します。

２．当社子会社の役員及び従業員への交付はありません。
３．2017年10月１日を効力発生日とした、10株につき１株の割合で実施した株式併合により、

「新株予約権の目的となる株式の数」及び「新株予約権の行使に際して出資される財産の
価額」は調整されております。

3　その他新株予約権等に関する重要な事項
該当する事項はありません。

－ 2 －
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⒌　会計監査人に関する事項

⑴　会計監査人の名称　　　　　　　ＰｗＣあらた有限責任監査法人

⑵　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額及び当該報酬等について監査等委員会が同意した理由

当社が会計監査人に支払うべき報酬等の額 310百万円

当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産
上の利益の合計額 393百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査
報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記の金額にはこれらの合計額を記載してお
ります。

２．当社の海外の重要な子会社は、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。
３．当社監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠

などが適切かどうかについて確認した結果、会計監査人の報酬等の額について同意しております。

⑶　非監査業務の内容
　当社が会計監査人に対して報酬を支払った非監査業務の内容は、親会社監査人からの指示書に基づく
業務であります。

⑷　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　当社監査等委員会は､会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる場
合､監査等委員全員の同意により、会計監査人を解任いたします。
　また、そのほか、会計監査人の適格性、独立性を害する事由の発生により、適正な監査の遂行が困難
と認められる場合、又は監査の適正性をより高めるために会計監査人の変更が妥当であると判断される
場合には、当社監査等委員会は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容
を決定いたします。

－ 3 －
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⒍　業務の適正を確保するための体制（内部統制に関する基本方針）

⑴　会社の業務の適正を確保するための体制（内部統制に関する基本方針）の整備に関する取締役会決議
内容の概要

　　当社は、2017年6月20日付で監査等委員会設置会社に移行しております。それに伴い、2017年6月20日
開催の取締役会にて、「内部統制に関する基本方針」を改定しており、改定後の内容は以下のとおりであり
ます。

① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　取締役は、自ら率先して「シャープグループ企業行動憲章」及び「シャープ行動規範」を遵守・実践し、
従業員の模範となるとともに、グループ全体に徹底する責任を負う。また、取締役会における審議・決定又
は報告を通じ、取締役の職務の執行を相互に監督する。取締役（監査等委員である取締役を除く）は、職務
の執行について監査等委員会の監査を受ける。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　　株主総会議事録、取締役会議事録等の重要会議の議事録は、議案に係る資料を含めて社内規程に基づき適

正に保管し管理する。決裁書を含めた職務の執行に関する文書については、文書管理規程を定め、適正に保
存・管理する。

③ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　執行役員制度のもと、取締役による経営の意思決定と監督及び執行役員による業務執行が、迅速かつ効率
的に行われる体制を確保する。取締役会規則、職務権限規程等により取締役、執行役員及び従業員の職位ご
との権限及び責任を明確にする。取締役のうち複数名は社外取締役とし、取締役及び執行役員の推薦、並び
に取締役等（監査等委員である取締役を除く）の報酬は、独立性のある社外取締役が半数以上を占める任意
の「指名委員会」・「報酬委員会」が決定する。なお、両委員会の委員長は、独立性のある社外取締役が務
める。

④ 従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　「シャープグループ企業行動憲章」及び「シャープ行動規範」を全社に徹底し、その実践を図る。「コン
プライアンス基本規程」に基づいて、全社のコンプライアンス推進体制を整備する。また、内部通報制度「ク
リスタルホットライン」、「競争法ホットライン」及び「ハラスメント相談窓口」の運用、反社会的勢力と
の関係遮断・排除の社内体制の整備、内部監査によるグループ全体の業務の適正性のチェック等を行う。

⑤ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　「ビジネスリスクマネジメント規程」に基づいて、多様なビジネスリスクに総合的かつ体系的に対応する
とともに緊急事態が発生した場合は、当社及び社会に対する損失の最小化と被害の拡大防止を図る。シャー
プグループ事業継続計画（ＢＣＰ）を策定し、事業継続マネジメント（ＢＣＭ）体制を構築する。

－ 4 －
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⑥ 当社並びに親会社及び当社の子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
　子会社の経営については、自主管理・自主責任を尊重して経営の機動性を確保するとともに、子会社の業
務の適正を親会社と同一水準に保つために、その職務の執行について、適正な指導・監督を行う。シャープ
グループとしての損失の危険を回避するための体制、及び子会社における職務の執行が効率的に行われるこ
とを確保するための体制を整備する。

⑦ 監査等委員会の職務を補助すべき従業員に関する体制並びにその従業員の取締役（監査等委員である取締役
を除く）からの独立性及び監査等委員会からの指示の実効性の確保に関する事項
　監査等委員会の職務を補助するため、監査等委員会室に専属の従業員（専属スタッフ）を置き、監査等委
員会の指示による調査の権限を認める。専属スタッフの人事に関する事項の決定には、監査等委員会の同意
を得る。

⑧ 取締役（監査等委員である取締役を除く）、執行役員及び従業員が監査等委員会に報告をするための体制
その他の監査等委員会への報告に関する体制
　監査等委員会への報告基準を定め、重要事項（グループ各社に係る事項及び内部通報制度に係る事項を含
む）等については、当該基準に従い遅滞なく報告を行う。監査等委員会が当社又はグループ各社の事業の報
告を求め、又は業務及び財産の状況を調査する場合は、これに協力する。監査等委員会へ報告したことを理
由として、報告者に対して不利益な取扱いを行わない。

⑨ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　複数の独立性のある監査等委員である社外取締役を選任し、監査等委員会は独立した機関として取締役（監
査等委員である取締役を除く）の職務の執行を監査する。取締役（監査等委員である取締役を除く）、執行
役員及び従業員は、監査等委員会が定めた監査基準と監査計画を尊重し、監査の円滑な遂行と監査環境の整
備に協力する。
　監査等委員である取締役から職務執行について生ずる費用の前払い又は償還等の請求があったときは、そ
の職務執行に必要でないことを当社が証明した場合を除き、速やかに処理する。

⑵　内部統制に関する基本方針の運用状況の概要
　当社は、上記のとおり「内部統制に関する基本方針」を定め、これに基づく具体的な施策を各部門が策定

　し、内部統制に係る体制の整備と運用を全社にわたって実施しています。

① 「内部統制委員会」の運営
内部統制の整備・運用状況について、取締役会の諮問機関である「内部統制委員会」で審議し、この結果

を取締役会に報告している。2017年度は、「内部統制に関する基本方針」を改定し、これに沿った施策の取
り組み状況及びビジネスリスクマネジメントの取り組み等について審議した。また、各部門の具体的な施策
について審議を行い、推進を図っている。

－ 5 －
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② コンプライアンス経営の維持・強化
　役員及び全従業員のコンプライアンス意識の向上を目的に、「シャープ行動規範」に基づくコンプライア
ンスの学習を定期的に実施するとともに、全従業員が社内ルールを正しく理解し、使いこなせるための整備
に取り組んでいる。

③ リスクマネジメントの運用
　「ビジネスリスクマネジメント規程」の最適化と、同規程に基づくビジネスリスク管理を実践している。
多様なビジネスリスクのうち、経営上特に重点的に管理すべきリスクについて、関係部門と連携し管理体制
と運用の見直しを図っている。

７.　剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営上の最重要課題の一つとしており、また、連結業績や財務状況、
今後の事業展開などを総合的に勘案し、長期的な視点から研究開発などへの積極的な投資や財務体質の強化を
実行しつつ、剰余金の配当等を実施してまいります。
　なお、配当の決定機関は、期末配当は株主総会又は取締役会、中間配当及びその他の配当は取締役会です。
　2018年３月期の期末配当は、当期純利益を計上することができましたので、Ａ種種類株式については優先配
当（累積未払配当金相当額の配当を含む。）を実施するとともに、普通株式は１株当たり10円、Ｃ種種類株式
は１株当たり1,000円の配当を実施することを2018年４月26日開催の取締役会において決議いたしました。

－ 6 －
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連 結 計 算 書 類
連結株主資本等変動計算書

( 2017年 4 月 1 日から
2018年 3 月31日まで )

株 主 資 本 そ の 他 の 包 括
利 益 累 計 額

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

当 期 首 残 高 5,000 576,792 △148,597 △  13,902 419,292 14,474 39

当 期 変 動 額

欠 損 填 補 △281,947 281,947 －

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 70,225 70,225

連 結 範 囲 の 変 動 1 572 573

非支配株主との取引に係る
親 会 社 の 持 分 変 動 428 428

連結子会社に対する持分変動
に 伴 う 資 本 剰 余 金 の 増 減 58 58

自 己 株 式 の 取 得 △　　  32 △　　  32

自 己 株 式 の 処 分 △ 　　　1 2 0

連 結 子 会 社 の 増 加 に
よ る 自 己 株 式 の 増 加 △　　　 4 △　　　 4

米 国 税 制 改 正 に よ る
利 益 剰 余 金 の 調 整 額 759 759

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 2,401 △　 3,244

当 期 変 動 額 合 計 － △281,460 353,504 △　　　34 72,009 2,401 △　 3,244

当 期 末 残 高 5,000 295,332 204,906 △  13,936 491,302 16,876 △　 3,205

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 7 －
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（単位：百万円）

その他の包括利益累計額
新 株
予 約 権

非 支 配
株 主 持 分

純 資 産
合 計為 替 換 算

調 整 勘 定
退職給付に
係 る 調 整
累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 △  44,355 △  95,296 △125,138 － 13,646 307,801

当 期 変 動 額

欠 損 填 補 －

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 70,225

連 結 範 囲 の 変 動 573

非支配株主との取引に係る
親 会 社 の 持 分 変 動 428

連結子会社に対する持分変動
に 伴 う 資 本 剰 余 金 の 増 減 58

自 己 株 式 の 取 得 △　　  32

自 己 株 式 の 処 分 0

連 結 子 会 社 の 増 加 に
よ る 自 己 株 式 の 増 加 △　　　 4

米 国 税 制 改 正 に よ る
利 益 剰 余 金 の 調 整 額 759

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △　 2,946 15,965 12,176 106 9,618 21,902

当 期 変 動 額 合 計 △　 2,946 15,965 12,176 106 9,618 93,912

当 期 末 残 高 △  47,302 △  79,330 △112,961 106 23,265 401,713

－ 8 －
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連　　結　　注　　記　　表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
１．連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
連結子会社の数　　　　　　　85社

主要な連結子会社の名称
「事業報告１．企業集団の現況に関する事項 ⑽ 重要な親会社及び子会社の状況」に記載しているた
め省略しております。
このうち、前連結会計年度まで持分法適用関連会社であったエスアンドオー・エレクトロニクス・(マ
レーシア)・エスディーエヌ・ビーエイチディー他１社については、当連結会計年度において支配力
基準により実質的に支配していると認められる状況となったため、連結の範囲に含めております。ま
た、ミカヴァ・オーイー他９社については、当連結会計年度において買収したため、連結の範囲に含
めております。また、前連結会計年度まで持分法適用関連会社であったシャープ・マレーシア・セー
ルス・アンド・サービス・カンパニー・エスディーエヌ・ビーエイチディー他１社については、当連
結会計年度において株式を追加取得したため、連結の範囲に含めております。また、前連結会計年度
まで非連結子会社であった㈱ワンストップサポートについては、当連結会計年度において重要性が高
まったため、連結の範囲に含めております。また、前連結会計年度まで持分法非適用関連会社であっ
たカンタツ㈱他２社については、当連結会計年度において重要性が高まったため、持分法適用会社に
含めておりましたが、当連結会計年度末において株式を追加取得したため、持分法適用会社から除外
し、連結の範囲に含めております。
一方、夏普高科技研発(上海)有限公司他１社については、当連結会計年度において重要性が低下した
ため、連結の範囲から除外しております。また、ユー・エム・シー・イタリア・エス・アール・エル
他２社については、当連結会計年度において清算結了のため、連結の範囲から除外しております。ま
た、シャープエレクトロニクスマーケティング㈱他６社については、当連結会計年度において当社連
結子会社に吸収合併されたため、連結の範囲から除外しております。

⑵　主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社の名称　　シャープ・インディア・リミテッド
連結の範囲から除いた理由

総資産、売上高、当期純損益、及び利益剰余金等からみて小規模であり、かつ、全体としても連結計算
書類の項目に重要な影響を及ぼすものではないためであります。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び主要な会社等の名称

持分法適用非連結子会社の数 ２社
持分法適用関連会社の数 26社

主要な会社等の名称　　　　シャープファイナンス㈱、堺ディスプレイプロダクト㈱
このうち、震旦電信股份有限公司については、当連結会計年度において買収したため、持分法適用会
社に含めております。また、シャープ・ライフ・サイエンス・インターナショナル・リミテッド他３
社については、当連結会計年度において設立したため、持分法適用会社に含めております。

－ 9 －
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⑵　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称等
主要な会社等の名称　　　　　シャープ・テレコミュニケーションズ・オブ・ヨーロッパ・リミテッド
持分法を適用していない理由

連結純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないためで
あります。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
夏普弁公設備(常熟)有限公司他23社は12月31日が事業年度の末日であります。
ユー・エム・シー・ポーランド・エス・ピー・ゾー他２社は６月30日が事業年度の末日であります。
ミッドシャー・ビジネス・システムズ・リミテッド他１社は８月31日が事業年度の末日であります。
ミカヴァ・オーイーは10月31日が事業年度の末日であります。
連結計算書類の作成に当たって、これらの会社については、連結会計年度の末日現在で実施した仮決算に基づ
く計算書類を使用しております。

４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

時価のあるもの………………主として期末前１ヶ月の市場価格の平均に基づく時価法
(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として総平均法により算定)
時価のないもの………………主として総平均法による原価法
なお、投資事業組合への出資金については、ファンド運用実績の当社持分相当額を営業外損益として計
上するとともに、投資有価証券に加減する処理を行っております。

②たな卸資産の評価基準及び評価方法
当社及び国内連結子会社は、主として移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法)により評価しております。
在外連結子会社は、移動平均法による低価法により評価しております。

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産(リース資産を除く)

当社及び国内連結子会社
定率法を採用しております。
ただし、三重工場及び亀山工場の機械及び装置については、定額法によっております。
また、1998年４月１日以後に取得した建物(建物附属設備を除く)及び2016年４月１日以後に取得し
た建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

在外連結子会社
定額法を採用しております。

②無形固定資産(リース資産を除く)
定額法を採用しております。
ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、主として社内における利用可能期間(５年)に基づく定額
法、製品組込ソフトウェアについては、見込販売数量に基づく方法によっております。

③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

－ 10 －
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⑶　重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、主として一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金
従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しております。

③製品保証引当金
製品の保証期間内のアフターサービスに要する費用の支出に備えるため、過去の実績を基礎に将来の保証
見込額を加味して計上しております。

④販売促進引当金
当連結会計年度の売上に係る販売促進費等の将来の支払に備えるため、代理店・販売店への当連結会計年
度の売上に係る販売促進費等の支払見積額を計上しております。

⑤事業構造改革引当金
事業構造改革に伴い将来発生する費用に備えるため、その発生見込額を計上しております。

⑥買付契約評価引当金
原材料を長期間にわたって購入する契約について、原材料の市場価格が契約上の購入価格に比べ大幅に下
落している場合に、将来の当該契約の履行に伴って、今後の生産・販売事業から発生する損失に備えるた
め、契約上の購入価格と直近の市場価格との差額を契約損失見込額として計上しております。

⑷　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①繰延資産の処理方法

社債発行費
社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

②退職給付に係る会計処理の方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。
過去勤務費用は、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(13年)による按分
額により費用処理しております。
数理計算上の差異は、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(13年)による
按分額により翌連結会計年度から費用処理することとしております。

③のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却は、効果の発現する期間の見積りが可能なものについてはその年数で、それ以外のものにつ
いては５年間（米国連結子会社で計上されたのれんについては10年間）で均等償却しております。ただ
し､金額に重要性がない場合には、発生年度において全額償却しております。

④消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

⑤連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

－ 11 －
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（連結貸借対照表に関する注記）
１．たな卸資産の内訳

製品 153,717百万円
仕掛品 23,537百万円
原材料及び貯蔵品 42,459百万円
合計 219,714百万円

２．担保に供している資産及び担保に係る債務
⑴　担保に供している資産

現金及び預金 14,580百万円
受取手形及び売掛金 70,936百万円
たな卸資産 79,163百万円
流動資産のその他 3,724百万円
建物及び構築物 135,969百万円
機械装置及び運搬具 31,256百万円
工具、器具及び備品 1,662百万円
土地 79,137百万円
投資有価証券 37,661百万円
投資その他の資産のその他 157百万円
合計 454,249百万円

⑵　担保に係る債務
短期借入金 7,744百万円
長期借入金 426,693百万円
合計 434,437百万円

当連結会計年度末において担保に供している現金及び預金のうち9,499百万円は、スタンドバイ信用状開設の
ための担保に供しております。また、上記の他、連結上相殺消去されている連結子会社株式の一部を長期借入
金の担保に供しております。

３．偶発債務
⑴　保証債務

従業員住宅資金借入に対する保証 8,191百万円
⑵　電気等の供給に係る長期契約関連

堺工場において電気等の供給につき、複数のサプライヤーとの間で長期契約を締結しております。当該
契約の当連結会計年度末の未経過残高は合計で27,058百万円（残年数は最長で11年）となっており、
いずれも中途解約は不能であります。

４．出資コミットメント
2017年５月、当社はソフトバンク・ビジョン・ファンドへ出資者として参画する契約を締結いたしまし
た。当社の出資コミットメントの総額は10億米ドルとなり、この契約に基づく払込未実行残高は次のとお
りであります。

出資コミットメントの総額 105,270百万円
払込実行残高 24,331百万円
差引額 80,938百万円

－ 12 －
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（連結損益計算書に関する注記）
  減損損失の内訳

用途 種類 場所

事業用資産
(スマートホーム

生産設備等)

機械装置及び運搬具、
工具、器具及び備品、

ソフトウェア等

奈良県葛城市
大阪府堺市他

遊休資産

建物及び構築物、
機械装置及び運搬具、
工具、器具及び備品、

ソフトウェア等

奈良県大和郡山市
三重県亀山市
奈良県天理市

当社グループは、事業用資産については事業所及び事業の種類等を総合的に勘案してグルーピングを行い、遊
休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。
スマートホームの当社事業用資産については、収益性が低下し投資額の回収が見込めなくなったことから、帳
簿価額を回収可能価額まで減額し、当連結会計年度に当該減少額(583百万円)を減損損失として特別損失に計
上しております。その内訳は、機械装置及び運搬具423百万円、工具、器具及び備品63百万円、ソフトウェ
ア75百万円、その他20百万円であります。なお、回収可能価額の算定は、正味売却価額を零としておりま
す。
当社遊休資産については、将来使用見込みがなくなったことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当連
結会計年度に当該減少額(1,360百万円)を減損損失として特別損失に計上しております。その内訳は、建物及
び構築物306百万円、機械装置及び運搬具245百万円、工具、器具及び備品110百万円、ソフトウェア682百
万円、その他16百万円であります。なお、回収可能価額の算定は、正味売却価額を零としております。

－ 13 －
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

（単位：株）

株式の種類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

普通株式 4,983,165,584 － 4,484,849,026 498,316,558

Ａ種種類株式 200,000 － － 200,000

Ｃ種種類株式 11,363,636 － 10,227,273 1,136,363

合計 4,994,729,220 － 4,495,076,299 499,652,921

（注）当社は、2017年10月１日付で普通株式及びＣ種種類株式10株につき１株の割合で株式併合を行い、発行
済株式総数は4,495,076千株減少し、499,652千株となっております。

２．剰余金の配当に関する事項
⑴　配当金支払額等

該当する事項はありません。
⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 1株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2018年４月26日
取締役会 普通株式 利益剰余金 4,972百万円 10円 2018年３月31日 2018年５月30日

2018年４月26日
取締役会 Ａ種種類株式 利益剰余金 14,983百万円 74,916.50円 2018年３月31日 2018年５月29日

2018年４月26日
取締役会 Ｃ種種類株式 利益剰余金 1,136百万円 1,000円 2018年３月31日 2018年５月30日

３．当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的と
なる株式の種類及び数

該当する事項はありません。

－ 14 －
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、主に電気通信機器・電気機器及び電子応用機器全般並びに電子部品の製造販売事業を行うた
めの設備投資計画に照らし、必要な資金を調達(主に銀行借入や社債発行)しております。
短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。長期借入金、社債は、主に設備投資に必要な資金の調
達を目的としたものであります。デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務等に係る為替の変動リスクに
対するヘッジ取引を目的とした為替予約取引及び、金利スワップ取引であります。
これら金融商品は信用度の高い金融機関と取引を行っております。
当社の営業債権については、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を
管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社につ
いても、同様の管理を行っております。

２．金融商品の時価等に関する事項
2018年３月31日における連結貸借対照表計上額､時価及びこれらの差額については､次のとおりであります。

（単位：百万円）
連結貸借対照表

計上額
時価 差額

⑴　現金及び預金 422,302 422,302 －
⑵　受取手形及び売掛金 471,575 471,391 △　　　184
⑶　有価証券及び投資有価証券

①子会社株式及び関連会社株式 0 1,250 1,250
②その他有価証券 40,059 40,059 －

資産計 933,937 935,003 1,065
⑷　支払手形及び買掛金 384,966 384,966 －
⑸　電子記録債務 44,511 44,511 －
⑹　短期借入金 81,256 81,256 －
⑺　社債(＊1) 40,000 40,043 43
⑻　長期借入金 507,027 507,768 741

負債計 1,057,761 1,058,546 784
⑼　デリバティブ取引(＊2) △　　　1,990 △　　　　153 1,837

（＊1）１年内償還予定の社債を含んでおります。
（＊2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる

場合は、△で示しております。

－ 15 －

連結注記表４ 金融商品



2018/05/23 11:32:48 / 17370362_シャープ株式会社_招集通知（Ｃ）

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
⑴　現金及び預金

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
⑵　受取手形及び売掛金

受取手形及び売掛金のうち短期で決済されるものについては、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当
該帳簿価額によっております。
また、売掛金のうち回収が長期にわたるものの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満
期までの期間及び信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値によっております。

⑶　有価証券及び投資有価証券
これらの時価については、株式は主に期末前１ヶ月の取引所価格の平均に基づいております｡

⑷　支払手形及び買掛金
支払手形及び買掛金は短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っております。

⑸　電子記録債務
電子記録債務は短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

⑹　短期借入金
短期借入金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

⑺　社債
社債の時価については、市場価格によっております。

⑻　長期借入金
長期借入金は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価
値により算定しております。

⑼　デリバティブ取引
為替予約等の振当処理によるものの時価は､期末日の先物為替相場により算定しております。
金利スワップ取引の時価は、取引金融機関の提示価格によっております。

（注２）非上場株式(連結貸借対照表計上額80,606百万円)及び出資金(連結貸借対照表計上額51,396百万円)は、
市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困
難と認められるため、「⑶　有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

（賃貸等不動産に関する注記）
賃貸等不動産の状況及び時価に関する事項

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

－ 16 －
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（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 267円48銭
２．１株当たり当期純利益 106円07銭
（注）当社は2017年10月１日付で、普通株式及びＣ種種類株式についていずれも10株につき１株の割合で株式

併合を実施しております。当連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産
額及び１株当たり当期純利益を算定しております。

（その他の注記）

　企業結合等関係

共通支配下の取引等
１．取引の概要
⑴　対象となった事業の名称及びその事業の内容

事業の名称    国内におけるスマートホーム、スマートビジネスソリューション及びアドバンスディス
プレイシステム事業

事業の内容    家電製品及びデジタル複合機等情報商品の販売・アフターサービス事業
⑵　企業結合日

2017年10月１日
⑶　企業結合の法的形式

シャープビジネスソリューション㈱（当社100％出資の連結子会社）を存続会社、シャープエレクトロニ
クスマーケティング㈱(当社100％出資の連結子会社)及びシャープエンジニアリング㈱(当社100％出資
の連結子会社)を消滅会社とする吸収合併方式

⑷　結合後企業の名称
シャープマーケティングジャパン㈱

⑸　その他取引の概要に関する事項
本合併により、共通業務の集約を図るとともに、３社が保有するノウハウや販路を共有し、販売からサー
ビスまで一貫した効率的なオペレーションの構築を目指します。また、顧客視点に立ったソリューション
提案を更に強化することで、スマートホーム・スマートビジネスの実現を加速してまいります。

２．実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び事
業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月13日）に基づき、共通
支配下の取引として処理しております。

－ 17 －
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計 算 書 類
株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

( 2017年 4 月 1 日から
2018年 3 月31日まで )
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計固 定 資 産

圧縮積立金
繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 5,000 1,250 575,632 576,882 4,157 △286,105 △281,947

当 期 変 動 額

欠 損 填 補 △281,947 △281,947 281,947 281,947

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 △　　  76 76 －

当 期 純 利 益 71,189 71,189

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分 △　　　  1 △　　　  1

株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 当 期 変 動 額(純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － △281,949 △281,949 △　　  76 353,213 353,137

当 期 末 残 高 5,000 1,250 293,683 294,933 4,081 67,108 71,189

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（単位：百万円）
株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

新 株
予 約 権

純 資 産
合 計自 己 株 式 株 主 資 本

合 計
そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △ 13,902 286,033 13,094 △　  209 12,884 － 298,918

当 期 変 動 額

欠 損 填 補 － －

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 － －

当 期 純 利 益 71,189 71,189

自 己 株 式 の 取 得 △　　  32 △　　  32 △　　  32

自 己 株 式 の 処 分 2 0 0

株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 当 期 変 動 額(純 額 ) 1,952 △   2,702 △　   750 98 △　   651

当 期 変 動 額 合 計 △　　  30 71,157 1,952 △   2,702 △　   750 98 70,506

当 期 末 残 高 △ 13,932 357,191 15,047 △   2,912 12,134 98 369,424

－ 19 －
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個　　別　　注　　記　　表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式………………………………………………総平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの………………………………期末前１ヶ月の市場価格の平均に基づく時価法
(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定)
時価のないもの……………………………………………………………総平均法による原価法
なお、投資事業組合への出資金については、ファンド運用実績の当社持分相当額を営業外損益として計
上するとともに、投資有価証券に加減する処理を行っております。

⑵　たな卸資産の評価基準及び評価方法
製品、原材料、仕掛品…………………………………………………移動平均法による原価法
(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)
貯蔵品………………………………………………………………最終取得原価法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。
ただし、三重工場及び亀山工場の機械及び装置については、定額法によっております。
また、1998年４月１日以後に取得した建物(建物附属設備を除く)及び2016年４月１日以後に取得した
建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

⑵　無形固定資産(リース資産を除く)
定額法を採用しております。
ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、主として社内における利用可能期間(５年)に基づく定額
法、製品組込ソフトウェアについては、見込販売数量に基づく方法によっております。

⑶　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

－ 20 －
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３．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し､回収不能見込額を計上しております。

⑵　賞与引当金
従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

⑶　製品保証引当金
製品の保証期間内のアフターサービスに要する費用の支出に備えるため、過去の実績を基礎に将来の保証
見込額を加味して計上しております。

⑷　事業構造改革引当金
事業構造改革に伴い将来発生する費用に備えるため、その発生見込額を計上しております。

⑸　買付契約評価引当金
原材料を長期間にわたって購入する契約について、原材料の市場価格が契約上の購入価格に比べ大幅に下
落している場合に、将来の当該契約の履行に伴って、今後の生産・販売事業から発生する損失に備えるた
め、契約上の購入価格と直近の市場価格との差額を契約損失見込額として計上しております。

⑹　関係会社事業損失引当金
関係会社の事業の損失に備えるため、関係会社の財政状態等を勘案して、損失負担見込額を計上しており
ます。

⑺　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上
しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、
給付算定式基準によっております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(13年)による按分額により
費用処理しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(13年)による按分額に
より翌事業年度から費用処理することとしております。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
⑴　繰延資産の処理方法

社債発行費
社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

⑵　退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類におけ
るこれらの会計処理の方法と異なっております。

⑶　消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

⑷　連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

－ 21 －
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（貸借対照表に関する注記）
１．担保に供している資産及び担保に係る債務

⑴　担保に供している資産
現金及び預金 13,672百万円
受取手形 170百万円
売掛金 64,926百万円
製品 33,979百万円
仕掛品 16,565百万円
原材料及び貯蔵品 7,813百万円
流動資産のその他 3,930百万円
建物 128,604百万円
構築物 3,776百万円
機械及び装置 31,166百万円
車両運搬具 3百万円
工具、器具及び備品 1,655百万円
土地 77,619百万円
投資有価証券 35,669百万円
関係会社株式 19,813百万円
関係会社出資金 62百万円
合計 439,428百万円

⑵　担保に係る債務
長期借入金 426,693百万円

当事業年度末において担保に供している現金及び預金のうち9,499百万円は、スタンドバイ信用状開設のための
担保に供しております。

２．有形固定資産の減価償却累計額 1,624,271百万円

３．偶発債務
⑴　保証債務

従業員住宅資金借入に対する保証 8,191百万円
リース債務に対する保証

シャープマーケティングジャパン㈱ 118百万円
シャープサポートアンドサービス㈱ 44百万円
合計 8,353百万円

⑵　電気等の供給に係る長期契約関連
堺工場において電気等の供給につき、複数のサプライヤーとの間で長期契約を締結しております。当該契
約の当事業年度末の未経過残高は合計で27,058百万円（残年数は最長で11年）となっており、いずれも
中途解約は不能であります。
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４．関係会社に対する短期金銭債権 187,218百万円
関係会社に対する長期金銭債権 2百万円
関係会社に対する短期金銭債務 150,939百万円
関係会社に対する長期金銭債務 1,335百万円

５．出資コミットメント
2017年５月、当社はソフトバンク・ビジョン・ファンドへ出資者として参画する契約を締結いたしまし
た。当社の出資コミットメントの総額は10億米ドルとなり、この契約に基づく払込未実行残高は次のとお
りであります。

出資コミットメントの総額 105,270百万円
払込実行残高 24,331百万円
差引額 80,938百万円

（損益計算書に関する注記）
１．関係会社に対する売上高 744,750百万円

関係会社よりの仕入高 823,066百万円
関係会社との営業取引以外の取引による取引高 41,645百万円

２. 減損損失の内訳

用途 種類 場所

事業用資産
(スマートホーム

生産設備等)

機械及び装置、
工具、器具及び備品、

ソフトウェア等

奈良県葛城市
大阪府堺市他

遊休資産

建物、
機械及び装置、

工具、器具及び備品、
ソフトウェア等

奈良県大和郡山市
三重県亀山市
奈良県天理市

当社は、事業用資産については事業所及び事業の種類等を総合的に勘案してグルーピングを行い、遊休資産に
ついては個別資産ごとにグルーピングを行っております。
スマートホームの当社事業用資産については、収益性が低下し投資額の回収が見込めなくなったことから、帳
簿価額を回収可能価額まで減額し、当事業年度に当該減少額(583百万円)を減損損失として特別損失に計上し
ております。その内訳は、機械及び装置422百万円、工具、器具及び備品63百万円、ソフトウェア75百万
円、その他21百万円であります。なお、回収可能価額の算定は、正味売却価額を零としております。
当社遊休資産については、将来使用見込みがなくなったことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当事
業年度に当該減少額(1,360百万円)を減損損失として特別損失に計上しております。その内訳は、建物296百
万円、機械及び装置245百万円、工具、器具及び備品110百万円、ソフトウェア682百万円、その他25百万
円であります。なお、回収可能価額の算定は、正味売却価額を零としております。
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（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：株）

株式の種類 当事業年度
期首の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度
末の株式数

普通株式 10,556,161 17,047 9,509,191 1,064,017

（注）当社は、2017年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行い、自己株式数は9,509千
株減少しております。

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産の発生の主な原因は、たな卸資産、固定資産、繰越欠損金等であり、評価性引当額を控除しており
ます。
繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金、固定資産圧縮積立金等であります。

（関連当事者との取引に関する注記）
１．親会社及び法人主要株主等

（単位：百万円）

種類 会社等の名称 議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

親会社 鴻海精密工業
股份有限公司

被所有
直接  26.2％
間接  18.4％
    ［20.4％］
     （注2）

仕入･販売等の取引
役員の兼任

売上
（注1） 23,775 売掛金 20,309

（注1） 価格その他の取引条件は、交渉の上、適正な価格で決定しております。
（注2） 議決権等の所有（被所有）割合の［  ］内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外数であります。
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２．子会社及び関連会社等
（単位：百万円）

種類 会社等の名称 議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社
シャープ
マーケティング
ジャパン㈱

（注8）

所有
直接 100.0％

当社製品の販売
役員の兼任

売上
（注1） 253,063 売掛金 38,199

（注11）
担保資産の受入

（注2）
（注3）
（注4）
（注5）
（注6）

426,693
（注7） － －

子会社
シャープ
エネルギー
ソリューション㈱

所有
直接 100.0％

当社製品の販売
及び設置工事
役員の兼任

担保資産の受入
（注2）
（注4）
（注5）
（注6）

426,693
（注7） － －

資金の預り
(注9)

19,400
（注10） 預り金 18,500

利息の支払
(注9) 49 － －

子会社 シャープ
トレーディング㈱

所有
直接 100.0％

当社製品及び当社
デバイスの輸入

仕入
（注1） 303,165 買掛金 19,245

（注11）
資金の貸付

（注9）
24,046

（注10） － －

利息の受取
（注9） 155 － －

子会社
シャープ・
エレクトロニク
ス・コーポレーシ
ョン

所有
直接 100.0％ 当社製品の販売 売上

（注1） 190,696 売掛金 10,521

子会社 無錫夏普電子元
器件有限公司

所有
直接  49.5％
間接  30.5％

当社製品の製造

売上
（注1） 35,317 売掛金 16,128

仕入
（注1） 378,569 買掛金 20,864

子会社 南京夏普電子
有限公司

所有
直接  84.1％
間接  15.9％

当社製品の製造
ロイヤリティ等

の受取
（注1）

5,438 売掛金 21,117

関連会社 堺ディスプレイ
プロダクト㈱

所有
直接  24.6％ 当社製品の製造 仕入

（注1） 56,008 買掛金 25,756
（注11）

－ 25 －
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（注1） 価格その他の取引条件は、交渉の上、適正な価格で決定しております。
（注2） 当社の金融機関からの借入金に対して、同社が保有する取引債権の担保提供を受けております。
（注3） 当社の金融機関からの借入金に対して、同社が保有する有価証券の担保提供を受けております。
（注4） 当社の金融機関からの借入金に対して、同社が保有するたな卸資産の担保提供を受けております。
（注5） 当社の金融機関からの借入金に対して、同社が保有する土地等の不動産の担保提供を受けております。
（注6） 担保提供料の支払は行っておりません。
（注7） 取引金額には担保に係る債務の期末残高を記載しており、全て当社の2012年９月27日及び2013年６月25

日に締結した金銭消費貸借契約による借入残高426,693百万円に係るものであります。
（注8） 当社子会社のシャープエレクトロニクスマーケティング㈱、シャープエンジニアリング㈱及びシャープビジ

ネスソリューション㈱は、2017年10月1日付けでシャープビジネスソリューション㈱を存続会社、シャー
プエレクトロニクスマーケティング㈱及びシャープエンジニアリング㈱を消滅会社とする吸収合併を行い、
存続会社の商号をシャープマーケティングジャパン㈱に変更しております。上記の取引金額には、合併前の
シャープエレクトロニクスマーケティング㈱及びシャープエンジニアリング㈱との取引金額が含まれてお
ります。

（注9） 資金の預り及び資金の貸付は当社グループで行っているグループファイナンスに係るものであり、利率は市
場金利を勘案して合理的に決定しております。

（注10)資金の預り及び資金の貸付の取引金額は期中平均残高を記載しております。
（注11)期末残高には、消費税等を含んでおります。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 252円72銭
２．１株当たり当期純利益 107円64銭
（注）当社は2017年10月１日付で、普通株式及びＣ種種類株式についていずれも10株につき１株の割合で株式

併合を実施しております。当事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及
び１株当たり当期純利益を算定しております。
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